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はしがき 
 

 

労働法は、「労働者」の雇用・労働条件を保障することにより、その生存権

を保障する法分野である。 

労働法における「労働者」の定義は、労働法分野の法律の適用対象を画定す

るものであり、労働法の定める労働条件の最低基準・ルールや団結権・団体交

渉権・団体行動権を誰がどのような場合に享受することができるのかを決定す

る。どんなにすばらしい内容の法であっても、その適用対象となる「労働者」

が本来対象とすべき範囲よりも狭められていれば、「労働者」からはずれた者

が法の定める労働条件や権利等を享受することができなくなる。したがって、

「労働者」の定義は、労働法の最も重要な論点の一つである。 

従来の学説・裁判例は、「使用従属性」や「指揮監督（命令）下の労働」を

「労働者」の要件とし、「労働者」の範囲を限定してきた。使用従属論が典型的

労働者として念頭においているのは、大規模工場の現業労働者であろう。 

しかし、なぜ、「使用従属性」がなければ、「労働者」として、法の定める労

働条件や権利等を享受することができないのか、その合理的理由はない。自ら

他人に対して労務を供給し、その対償として報酬を支払われている人間は、労

働力がストックできず供給過剰であることから、その職種・職務内容や就業形

態がどのようなものであれ、基本的には労務の供給を受ける者と実質的に対等

に交渉できない立場であり、労働法の対象とすることが必要である。 

また、現実の就労者の職種・職務内容と就業形態は多種多様である。時間的

場所的拘束があまりない就労者もいれば、業務遂行について詳細な指揮命令を

受けていない就労者も多く、工場労働者も含めほとんど全ての就労者が、多か

れ少なかれ自分の裁量を持って労働している。その報酬も、時間ではなく成果

に基づき決定される場合も多いであろう。契約内容は当事者の合意によって決

定されるのが原則であるから、職種や職務内容、就労場所等が限定される場合

もあるであろうし、就労者の希望や主張が契約内容に反映される場合もあるで

あろう。「使用従属性」の希薄な就労者は数多く存在するが、基本的には労務

の供給を受ける者と実質的に対等に交渉できない立場であることに変わりはな

い。 

したがって、「使用従属性」によって「労働者」の範囲を限定することは、
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理論的にも結果的にも妥当ではない。自ら他人に労務を供給し、その対償とし

て報酬を支払われている人間は、原則として、労働法の対象とする「労働者」

と考えるべきであり、従来の「労働者」概念は、抜本的に再構成されるべきで

はないだろうか。 

本書は、このような問題意識に基づき、労働法の意義を再確認した上で労働

法という法分野が対象とする労働者を検討し、それを踏まえて、労働基準法、

労働契約法、労働組合法の適用対象となる「労働者」について、客観的かつ明

確な判断基準を定立し、その範囲を確定することを目的としている。 

そして、従来の「労働者」概念を、本来当該法律が適用されるべき「労働

者」の範囲に拡大し、労働者性の判断基準から使用従属性を全て排除し、「契

約内容の一方的決定」及び「当該収入に依存していること」も労働者性の判断

基準において不要であることを立証し、客観的かつ明確で契約締結前に労働者

性を決定することが可能な判断基準を定立し、労働者性の判断において公正な

証明責任分配を行い、「労働者」と他の経済的弱者を区別する判断基準を定立

することを試みるものである。 

筆者は、2005年に「労働者概念の再構成」（季刊労働法209号133頁）という

論文を発表し、その後、労働者概念に関する論文を何本か執筆した。本書では、

基本的なコンセプトは変わらないものの、いただいた意見・批判や疑問をふま

え、具体的な概念や表現、理論構成を再考し、新たな論点を検討し、法制の沿

革、行政解釈、学説、判例・裁判例、研究会報告を整理し検討した上で、「労

働者」概念を改めて再構成するものである。 

この間、藤沢労基署長事件では、いわゆる「一人親方」大工の労働者災害補

償保険法・労働基準法上の労働者性が争点となった。筆者は、最高裁に鑑定意

見書を提出し、使用従属性の判断基準・判断要素を批判し、自ら事業者に労務

を供給しその対償として報酬を支払われる者は、労務の供給を受ける事業者と

の関係で独立事業者である場合を除き、労働基準法上の労働者であると主張し、

当該大工が労働基準法上の労働者であることを詳細に展開した。しかし、最高

裁は、事例判断ではあるものの、「使用従属性」の影響が大きいと思われる考

慮事情に照らして労働基準法上の労働者性を判断し、当該大工の労働者性を否

定した（2007年６月28日）。 

その後、新国立劇場運営財団事件では、オペラ合唱団員の労働組合法上の労

働者性が争点となった。筆者は、上告段階で弁護団に加えていただき、最高裁

に上告理由書と上告受理申立理由書を提出し、使用従属性の判断基準・判断要
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素を批判し、自ら他人に労務を供給しその対償として報酬を支払われる者は、

労務の供給を受ける者との関係で独立事業者又は独立労働者である場合を除き、

労働組合法上の労働者であると主張し、当該合唱団員が労働組合法上の労働者

であることを詳細に展開した。最高裁は、筆者の上告受理申立理由も含めて上

告を受理し、諸事情を総合考慮した上で、当該合唱団員の労働者性を肯定した

（2011年４月12日）。 

この最高裁判決は、重要な意義を有するものであるが、労働者性の一般的判

断枠組み・基準を示すものではなく、労働者性の判断基準の定立は、その後の

理論に委ねられている。また、最近では、労働組合法上の労働者性については

使用従属性を緩和する見解が見られるものの、労働基準法上の労働者性につい

ては使用従属性を批判する見解はあまり見られない。したがって、労働組合法

上の労働者、労働基準法上の労働者、そして、2007年に制定された労働契約法

上の労働者について、客観的かつ明確で結果的妥当性を有する判断基準の定立

が必要である。本書が、労働者性の、客観的かつ明確で結果的妥当性を有する

判断基準の定立に資することができれば幸いである。 

本書の執筆にあたっては、古川景一弁護士から、特に、法制の沿革と労務供

給者の類型別検討に関する資料の収集と整理について多くのご協力をいただき、

また、貴重な助言をいただいた。関西大学出版部出版課の方々、特に、井上絵

理奈さんには、本書の刊行のために多大なご尽力をいただいた。印刷を担当し

ていただいた高速オフセットの方々、特に、西村志穂さんにも、いろいろとご

苦労をおかけした。心から御礼を申し上げたい。 

最後に、私の父・川口洋一と母・川口昱子、そして、私の人生の良きパート

ナーである夫・古川景一に、心から感謝の意を表したい。 

 

2012年３月 

川口（古川）美貴 
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